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大阪府情報公開審査会答申（大公審答申第２５４号） 

 

〔 土地境界確定関係文書部分公開決定等異議申立事案（その１からその３まで） 〕 

 

（答申日：平成２８年２月２９日） 

 

 

 

第一 審査会の結論 

実施機関（大阪府知事）は、本件異議申立てに係る決定において非公開とした部分のうち、本

件別紙４において公開することが妥当であるとした部分については公開すべきである。 

実施機関のその余の判断は妥当である。 

 

 

第二 異議申立ての経過 

１ 平成２３年８月１７日付けで、異議申立人は、大阪府情報公開条例（以下「条例」という。）

第６条の規定により大阪府知事（以下「実施機関」という。）に対して、答申別紙１の番号１

記載の内容の公開請求（以下「本件請求１」という。）を行った。 

同月３０日付けで、実施機関は、この請求に対し、答申別紙１の番号１記載のとおり、本件

請求１に対応する行政文書（以下「本件行政文書１」という。）を特定の上、公開しないこと

と決定した部分（以下「本件非公開部分１」という。）を除いて公開するとの部分公開決定（以

下「本件決定１」という。）を行い、答申別紙１の番号１記載の開示しない理由を付して、条

例第１３条第１項の規定により異議申立人に通知した。 

同年１１月１日、異議申立人は本件決定１を不服として、行政不服審査法第６条第１項の規

定により異議申立て（以下「本件異議申立て１」という。）を行った。 

 

２ 平成２３年９月１６日付けで、異議申立人は、条例第６条の規定により実施機関に対して、

答申別紙２の番号２記載の内容の公開請求（以下「本件請求２」という。）を行った。 

同月３０日付けで、実施機関は、この請求に対し、答申別紙２の番号２記載のとおり、本件

請求２に対応する行政文書（以下「本件行政文書２」という。）を特定の上、公開しないこと

と決定した部分（以下「本件非公開部分２」という。）を除いて公開するとの部分公開決定（以

下「本件決定２」という。）を行い、答申別紙２の番号２記載の開示しない理由を付して、条

例第１３条第１項の規定により異議申立人に通知した。 

同年１１月２５日、異議申立人は本件決定２を不服として、行政不服審査法第６条第１項の

規定により異議申立て（以下「本件異議申立て２」という。）を行った。 

 

３ 平成２４年１月１１日付けで、異議申立人は、条例第６条の規定により実施機関に対して、

答申別紙３記載の番号３の内容の公開請求（以下「本件請求３」という。）を行った。 
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同月２５日付けで、実施機関は、この請求に対し、答申別紙３の番号３記載のとおり、本件

請求３に対応する行政文書（以下「本件行政文書３」という。）を特定の上、条例第１３条第

１項の規定により、その全部を公開する旨の公開決定（以下「本件決定３」という。）を行い、

異議申立人に通知した。 

同月３０日、異議申立人は本件決定３を不服として、行政不服審査法第６条第１項の規定に

より異議申立て（以下「本件異議申立て３」という。）を行った。 

 

４ 当審査会は、本件異議申立て１、本件異議申立て２及び本件異議申立て３について、前提

となる事実及び異議申立人が同一であるため一括して審査を行い、判断を行った。 

 

第三  異議申立ての趣旨 

 １ 本件異議申立て１について 

 本件決定１を取り消し、全部公開を求める。 

 

 ２ 本件異議申立て２について 

 本件決定２を取り消し、全部公開を要求する。 

 

３ 本件異議申立て３について 

 本件決定３を取り消し、全部公開を要求する。 

 

 

第四 異議申立人の主張要旨 

１ 本件異議申立て１について 

  異議申立人の本件異議申立て１に係る主張は、以下のとおりである。 

（１）異議申立書における主張 

  大阪府が公開した公図及び地積測量図、平面図には不明な点が多く、法務局の地積測量図 

 及び登記謄本との整合性がない。この点を証明するべき書類には黒塗りをしており、判読で

きない。公文書偽造についても何ら説明がない。 

 （２）反論書における主張 

   ア 反論の趣旨 

     大阪府の土地（地番ａ）と当方の土地（地番ｂ）が隣接すること自体が有り得ないこと

であり、さらに土地境界確定協議書が改ざんされているのみならず疑問が多々あり文書公

開を要求します。 

   イ 本件の経過 

  （ア）異議申立人（Ａ氏）の父親であるＢ氏が大阪府と約１０年間所有権を争っていた土

地は別図１（添付省略）イロハニの部分です。 

    （イ二間は５．９０間） 

     昭和４７年１０月９日父が大阪府と交した土地境界確定協議書１の添付図面（添付
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省略）中イ二に該当する距離は９．３４１ｍとなっており疑問があります。但し、こ

の図面は、大阪府と裁判中であった昭和４６年１２月２５日に大阪府が作製したもの

です。 

     昭和４７年１２月２７日父が大阪府と土地賃貸借契約書（別紙１）（添付省略）を

交した際に添付されていた地積測量図では９．３４１ｍの北側に１．５６ｍの数字が

記載されていますが、土地境界確定協議書の訂正は行われていません。 

     なお、この昭和４７年１１月１日作成の地積測量図は登記されていません。 

本来係争地は、イ二間が５．９０間あったのであり、土地賃貸借契約する場合はイ

二間がほぼ９．３４１ｍ＋１．５６ｍであるべきです。 

  （イ）昭和２３年５月１９日Ｃ氏が地積誤謬訂正した場所は、別紙２（添付省略）に記載

のとおり地名Ｏであり、大阪府が主張する当方北隣り地名Ｐ地区ではありません。地

番ａが地名Ｏに存在することは、平成２３年８月１９日現在でも旧土地台帳（別紙３）

（添付省略）で明らかです。 

ウ  

（ア）異議申立人が文書公開を要求した趣旨は概ね上記のとおりです。 

ａ 土地境界確定協議書は絶対であり、その後に寸法の違いが発見されたならば訂正

が必要です。 

ｂ 大阪府は、地名Ｏの土地形状を地名Ｐに当てはめてＤ氏及び当方の土地を侵奪し

ておりますが、分筆登記の都度形状・方位等に相違があり、特に大阪府が昭和３８

年１月１９日の分筆登記に添付されている分筆実測丈量図（別図２）（添付省略）

から所在地は地名Ｏであり、土地形状を地名Ｐに当てはめることは不可能です。さ

らに地番ａの位置が不明です。 

    昭和４９年１１月１８日登記の土地所在図（別図３）（添付省略）でも地番ａの

場所が地名Ｏであることを証明していますが、昭和３８年１月１９日の分筆実測丈

量図（別図２）（添付省略）とは位置が変わってします。 

ｃ 上記のことから大阪府の土地は地名Ｐに存在しません。 

（イ） 

 ａ 

（ａ）「地図混乱地域」は、大阪府が戦後のどさくさにルーズな土地の購入をした所

ばかりです。大阪府が売却した跡地に数件建て売りが建設されています。「地図

混乱地域」の解消はルーズな土地行政をした大阪府の責任です。 

父は、昭和４７年１０月９日の日記に、「大阪府庁で土地境界確定協議書を交

したとき管財課の職員Ｖ氏が『これで一段落付いた』と言ったが、父は番地の違

う処に判を取ってこれで善いと思っていることがおかしい。…土地というものは

動くものではないから、十年先、二十年先でも話を変えることができる。」と書

いており他の行政に期待していたようです。 

（ｂ）大阪府の登記は公図と相違するが公図は訂正されていない。 

（ｃ）大阪府の登記が公図と相違するため、「枚方方式」なる手を使っている。「枚
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方方式」が法務省から認められているならば、認められている旨の通達等を公開

されたい。 

ｂ 

（ａ）昭和２３年５月１９日Ｃ氏が地積誤謬訂正した場所は、別紙２（添付省略）に

あるとおり地名Ｏであり、大阪府が主張する当方北隣り地名Ｐ地区ではありませ

ん。地番ａが地名Ｏに存在することは、平成２３年８月１９日現在でも旧土地台

帳（別紙３）（添付省略）で明らかです。 

（ｂ）大阪府が公開した昭和３８年１月１９日の分筆登記は、法務局では所在地が地

名Ｏで登記されています。 

なお、大阪府は、昭和４９年１１月１８日登記の土地所在図（別図３）（添付

省略）でも地番ａの所在地が地名Ｏであることを証明しています。 

（ｃ）公図を訂正せずに「枚方方式」で処理することは、１４条地図を作成する方針

に反します。 

（ｄ）当方が所有する昭和４７年１０月９日付けの土地境界確定協議書１及び私が平

成１５年頃大阪府管財課職員から入手した土地境界確定協議書２には１．５６ｍ

の表記はない。 

ｃ 

（ａ）昭和４６年６月２３日の父の日記によれば、父は当時の管財課職員Ｗ氏及び職

員Ｘ氏と面談の中で、大阪府は「係争地を大阪府の土地と認めて、問題の坪数を

Ｂ氏に賃貸し、その上で半年ぐらい後に時価の半額で売却するから、これで解決

してくれ。」と言われたが断っている。 

昭和４６年６月２４日の父の日記 

職員Ｗ氏は、大阪府が土地の裁判をしていることぐらいしか知らないようで

ある。職員Ｗ氏の言っていることは言語道断である。彼は自分等はこのような

裁判ぐらい何年続いても別に差し支えはない。費用は大阪府が出すので三百年

掛かろうが私自身には問題ない。・・・ 

貴方は個人だから一日も早く大阪府の土地と認めて一応借りて時期を見て

時価の半額で払い下げして貰った方がお得ですよ。貴方が大阪府の話合いに応

じない場合、今度裁判したら徹底的にやります。万一負ける様なことがあって

も最高裁まで行きます。その時費用は掛かるしついていけますか、今が折れる

良い時ですよ良く考えなさい、と強制的に押し付ける様な言い方である。 

私はこの裁判は勝てると思っているが、裁判の進行に不信な感がする。 

（ｂ）父は、大阪府の土地とは隣接しないことを確信していながら大阪府の毒餌を食

らって裁判を取り下げました。大阪府は、当方が借地をブロックで仕切る場合も

更に約２０ｃｍセットバックするよう要求してきました。 

裁判の取下げ後父が大阪府に何度掛け合っても「番地が違うから売れない」等

理由を付けて払下げしませんでした。 

父は、十代で肺をつぶし、喘息で寝る時は数日寝る身体であった。身体さえ強
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ければ、何年でも裁判をしたでしょう。 

裁判を取り下げるころには、大阪府は、Ｂ氏が裁判を取り下げれば、係争地の

北側大阪府専有地も含めて半額で払い下げる旨言い出した。 

場合によれば、当方南隣に存在する大阪府の専有地（地番ｃ）でも払い下げる

話があったので、父は、地番ｃの東隣接地所有者を訪ねて長野県やその息子が住

む東京にも話合いに行ったのです。 

父は、昭和５２年６月８日喘息による呼吸困難により７２時間以上意識不明と

なり、植物人間になる一歩手前で命を取り留めましたが、昭和５９年１０月１５

日死去するまで５、６回入退院を繰り返しました。 

（ｃ）大阪府は、父の死後も土地を払い下げようとしませんでした。借地料の支払い

を止めて弁護士を通じて問い合わせをすると、弁護士は回答を待つよう伝えてき

たが、大阪府から当方への連絡はありませんでした。 

平成１５年大阪府から地番ｄ及び地番ｅを購入した不動産業者が、当方が約２

０ｃｍセットバックしたブロック塀の裏側に約１．６ｍ盛り土をしたためブロッ

クが傾き、大阪府管財課に指導を促したところ、当時の担当者は、「セットバッ

クした約２０ｃｍの部分以外に借地部分も業者に売却する。」旨言い出したため、

当方は弁護士を使う羽目になり、不動産業者との問題解決を図りました。その後

どちらともなく借地の払下げを受けることとなった。 

（ウ） 

ａ 大阪府は、昭和４７年９月２７日Ｅ氏と土地境界確定協議書を交しており、昭和

４９年８月１２日にはＦ氏と土地境界確定協議書を交わしている以上関係文書が

存在する筈である。 

ｂ 大阪府は、昭和４９年の登記までは地番ａの所在地を地名Ｏとして申請しており、

平成２３年８月１９日現在でも旧土地台帳（別紙３）（添付省略）に地名Ｏに存在

する旨記載されています。「枚方方式」のみで所在地を地名Ｐに変更できない筈で

ある。 

「地図混乱地域」と言われるところに住む我々や建て売りを購入した府民は、売

却金額が下がり迷惑である。「地図混乱地域」発生に対策を取らずに法務局のみの

責任として売却した大阪府は、行政として購入者等に対して責任を取るべきである。 

（エ） 

  ａ 「分筆及び地積更正登記嘱託について（伺い）」（別紙４）（添付省略）によれ

ば、平成１３年地番ｆを分筆登記し地番ｄを地積更正をしている。 

しかし、私が平成１５年に入手した地番ｆ及び地番ｅの地積測量図（別図）（添

付省略）では、Ｋ―２とＫ―３の距離及びＫ―３とＫ―４の距離が昭和４９年１１

月１８日登記の地積測量図よりもそれぞれ１ｃｍずつ短くなっているが地積更正

されていない。 

ｂ Ｇ氏の「地図及び登記内容の解析」［2］（別紙５（添付省略））によれば、地

番ｄは公簿、実測が概ね一致しているが、地番ｆは４９年の分筆時に残地分筆の対
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象となっており、公簿より実測が小さいとしながら、平成１３年地番ｆを分筆登記

し地番ｄの地積更正をしている意味が不明です。 

Ｄ氏に売却した土地やＨ氏の土地が分筆及び地積更正に支障をきたせば抹消登

記させ、さらに「枚方方式」で地図混乱地を正当化している図式がうかがえる。こ

れでは土地家屋調査士の存在は「百害あって一利無し」と言わざるを得ない。 

ｃ 昭和２３年５月１９日の地積誤謬訂正申請（別紙２）（添付省略）は、地番ａ

の所在地が地名Ｏである決定的な証拠となります。 

（オ） 

 ａ 

（ａ）個人所有の土地の経緯等は、公図の整合性を調査する等ケースバイケースで

公開が必要です。 

  今回の場合大阪府が昭和３７年１１月２９日Ｄ氏に売却したとする地番ａは、

Ｄ氏が自分の所有地地番ｇ外としてＨ氏と売買契約済みであったが、大阪府が

無理を通すため仕方なく購入したが、Ｇ氏の解析文（別紙５）（添付省略）ど

おり平成１２年１２月２５日Ｉ氏が重複を理由に登記簿を閉鎖しています。 

（カ）結論 

大阪府は、平成１３年に分筆及び地積更正するにあたり改ざんした土地境界確定

協議書３を添付するなど、行政が違法行為を重ねております。権利者が調査するこ

とは当然であります。 

大阪府は、上記（エ）ｃで述べているように、本件土地に関する文書が書庫に保

管されているとのことであるから、全て公開すれば新しい発見ができると思われま

す。 

 

２ 本件異議申立て２について 

異議申立人の本件異議申立て２に係る主張は、以下のとおりである。 

（１）異議申立書における主張 

大阪府が公開した公図、地積測量図及び平面図には不明な点が多く、法務局の地積測量図

及び登記謄本との整合性がない。昭和４７年までの係争地図面と同年１０月９日付け土地境

界確定協議書添付図面及び同年１２月２７日付け土地賃貸借契約書図面に大きな誤差があ

り、公文書偽造について質問しても何ら説明がない。 

  昭和３７年の訴状が存在するにもかかわらずその後の文書を公開しない本件決定２を取

り消し約１０年にわたる裁判記録一件及び前後の議事録を要求します。 

  大阪府は具体的な文書名を提示しないと文書公開できないようである。文書名を提示する

ためには当方に関する保存文書目録を提出して頂きたい。 

（２）反論書における主張 

   ア 反論の趣旨 

   上記１（２）アに同じ 

 イ 本件の経過 
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   上記１（２）イに同じ 

 ウ 反論の理由 

 （ア）上記１（２）ウ（ア）及び（イ）に同じ 

（イ） 

ａ 本件請求２は、受付番号第７９８号の請求及び本件請求１に対する文書公開では不

十分なため申請したものです。 

   その後も５回に渡り文書公開されましたが、行政文書公開は、一度で済ませて欲し

いものです。 

 ｂ 行政文書公開制度は、行政の違法行為を止める手段でもあります。 

私は、父が大阪府と裁判をしていた当時から、資料作りのため法務局に通っていま

した。父は大阪府に騙されて土地境界確定協議書を取り交わしたものの、昭和の時代

に悪代官のような大阪府の行為は、白日の下にさらされる日が来ることを信じていま

した。 

   個人情報についても、約１０回にわたる開示請求及び異議申立てにより、ようやく

平成２４年４月３日（火）６０９枚の個人情報部分開示予定です。 

   これまでの情報公開においても十分でないと思われます。 

（ウ） 

 ａ 本件請求２の項目１、２の対象文書 

「土地境界確定協議書は原本が確認できないため、公開したものは昭和４７年１２

月に締結した土地賃貸借契約の決裁文書に添付されている写しである」由。ならばＢ

氏に無断で土地境界確定協議書に１．５６ｍ加筆したのは、土地境界確定協議の２カ

月後になるが間違いないですか？ 

ｂ 本件請求２の項目３の対象文書 

「１．５６ｍの誤差及び分筆図（地積測量図）の誤差の理由等がわかる直接的な文

書の存否が確認できないが、昭和４７年締結の土地賃貸借契約の添付図面である土地

境界確定協議書を対象情報とした」のならば、公文書偽造年月日は昭和４７年１２月

と確定しているのですか？ 

     ｃ 本件請求２の項目４の対象文書 

昭和４９年８月２９日作成の地積測量図により地積更正済みの説明を、平成１３年

２月の分筆・地積更正登記では説明できない。 

ｄ 本件請求２の項目５の対象文書 

  「枚方方式」の説明を求めているが、説明になっていない。 

  平成１３年２月大阪府が分筆・地積更正登記を業務委託した内容が間違っておれば、

最終責任は大阪府にあり、大阪府が訂正するべきである。 

  法務局の旧土地台帳には現在に至るも地番ａの所在地は地名Ｏとなっている。 

ｅ 本件請求２の項目６の対象文書 

  大阪府から情報公開により入手した境界明示の写真は、平成１３年に撮影されたと

説明を受けたが、Ｋ―１６は立木の根に鋲を打っている。 
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  昭和４７年の土地境界確定協議から約２８年経過しており、境界明示の方法として

は信用できない。 

（エ）部分公開決定について 

 ａ 

 （ａ）大阪府が購入した土地の売主名等を黒塗りした売買契約書は信用できない。また

法務局で入手可能な登記謄本の番地部分を黒塗りしたものは情報公開に抵触する

であろう。個人所有の土地の経緯等も公図の整合性を調査する必要上ケースバイケ

ースで公開するべきである。 

（オ）結論 

大阪府は、平成１３年に分筆及び地積更正するにあたり改ざんした土地境界確定協議

書３を添付するなど、行政が違法行為を重ねております。権利者が調査することは当然

であります。 

 

３ 本件異議申立て３について 

  異議申立人の本件異議申立て３に係る主張は、以下のとおりである。 

（１）異議申立書における主張 

  実施機関が平成２４年１月２５日付け財活第２１４８号で行った本件決定３は、いかにも

全部公開の決定通知であるかのようで一部公開である。 

  しかし、私が平成２４年１月１１日付け行政文書公開請求した事項は、行政文書公開請求

書に「昭和４９年１１月頃枚方市地名Ｑ地番ｆの分筆登記をするにあたり起案した文書及

び添付図面を請求します。」と記載し、さらに、平成２４年１月１１日府政情報センターに

て、財産活用課職員Ｙ氏に分筆登記をする理由を知るには起案文書が必要であることは説明

済みです。 

（２）反論書における主張 

 ア 反論の趣旨 

 本来の大阪府の土地（地番ａ）は別図５（添付省略）枚方市役所課税地図でも判るよう

に、当方の土地（地番ｂ）より西に存在し隣接しないことを父（Ｂ氏）が最初から主張し

ております。 

私が資料作成を手伝いながら父から聞かされていた大阪府の間違いは、公文書公開や個

人情報開示により次々文書で証明されてきました。 

大阪府は、当方の文書公開請求に対し保存年限を理由に不存在を主張していますが、更

に古い資料を公開しながら、文書偽造のポイントとなる文書を公開しない等、大阪府は、

姑息な手段を取らず、事実を公表すべきである。 

  イ 本件の経過は、下記事項を理解した上で更に深く説明するために必要な資料です。 

   （ア）大阪府が当方の隣地である根拠として、昭和３３年１１月枚方市役所から入手し、裁

判資料乙１号証として提出した別紙２（添付省略）地積誤謬訂正申請書には、地番ａの

所在は地名Ｏと明記されており、平成２３年８月１９日現在の旧土地台帳（別紙３（添

付省略））でも明らかです。当方は地名Ｐに所在し、裁判官の判断が不明です。 
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   （イ）昭和３５年夏頃父が不在中に大阪府は、無断で杭を打ち垣根を設置した。 

   （ウ）昭和３６年１１月１日の調停において、参考人から地番ａは二重売りになった恐れが

あるとのことで、別紙６～８（添付省略）のごとく売主の相続人が二重売りの部分を買い

戻すこととなり、相続人Ｊ氏が昭和３７年買戻申請書を提出したのにもかかわらず、昭和

３７年１月３０日大阪府財産評価審査会の評価が坪当たり３５，０００円と調停委員も驚

く金額となるなど不法占拠している大阪府に解決する態度が見られなかった為、調停不調

に終わり本訴となった経過がある。 

    （当方では係争地を二重売りとは考えていない、大阪府の間違いである。） 

   （エ）別図１（添付省略）係争地のイロにあるべき垣根が三尺以上当方側へ移動しているこ

とは、昭和３７年１２月１０日第３回口頭弁論及び昭和３８年５月１７日第４回口頭弁

論で、証人が証言しております。 

   （オ）昭和３７年大阪府は、地番ａの土地所有者（Ｄ氏）が現れると昭和３８年１月１９

日地番ａを分筆してＤ氏に売却した。しかし、大阪府が分筆登記に添付している分筆

実測丈量図（別図２）（添付省略）から地番ａの所在地は地名Ｏであり、土地形状を

地名Ｐに当てはめることは不可能です。分筆登記した形状・方位等にも相違があり、

昭和４９年８月２９日作成の土地所在図ではさらに地番ａの位置が変更されています。 

      平成１２年度に残った地番ｆの更正登記をする際、別紙５（添付省略）［3］のとお

り地番ａが邪魔になり、Ｄ氏の遺族に閉鎖登記させています。 

   （カ）別紙９（添付省略）は昭和４０年５月１１日付け復命書の一部です。裁判中、大阪府

の代理人である弁護士が別紙（添付省略）のとおり大阪府の問題点として［1］地積図

上地番ａは、現位置にあるべき土地ではない旨主張しています。 

   （キ）別紙１０（添付省略）は、大阪府が地番ｆの一部（１４６．２８㎡）をＢ氏に貸し

付けるため昭和４７年１１月１５日の起案文書に添付したものです。父が大阪府と約１

０年間所有権を争っていた土地は別図１（添付省略）のイロハ二の部分であり、イニ間

は５．９０間であるが、昭和４７年１０月９日父が大阪府と交わした土地境界確定協議

書１の添付図面（添付省略）中イニに該当する距離は９．３４１ｍとなって疑問があり

ます。大阪府での尺貫法からメートル法への読み替えを尋ねても未だに回答がありませ

ん。 

      別紙１０（添付省略）は、昭和４７年１０月９日父が大阪府と交した土地境界確定協

議書の大阪府分原本のコピーでしょう。土地境界確定協議書２と同じものです。 

      平成２４年６月５日にも大阪府から昭和４７年の図面を入手しましたが、この図面に

も１．５６の記載はありません。 

      起案文書には別図６（添付省略）昭和４７年１１月１日作成の地積測量図も添付され

ていますが、こちらには１．５６の記載があります。土地境界確定協議書は訂正されず、

協議書を交わして１か月以内に１．５６を加筆した地積測量図が作成される不思議を大

阪府は説明しません。地積測量図のＡの面積計算を間違えた所為か登記はされていない。 

（ク）大阪府が昭和４７年土地を貸し付けるための分筆登記を行わなかったのは、裁判を取

り下げ地番ｆの一部を借地とすれば１年以内に地番ｆ全てを売却する約束をした為で
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しょう。 

     しかし、約束を反故にし、昭和４９年１１月分筆登記のための土地所在図及び地積測

量図を法務局に提出したが、土地境界確定協議書は訂正されていません。土地所在図は

地名Ｏの図面です。 

     平成２４年１月１１日付行政文書公開請求は、昭和４９年１１月の登記理由を調べる

ため大阪府の起案文書を請求したのです。私は、枚方市地名Ｑ地番ｆ、地番ｄ、地番

ｈ、地番ｉの土地所在図及び地積測量図を既に平成２３年１０月２７日法務局で入手済

みで、大阪府の回答には失望しました。 

（ケ）平成１３年大阪府は、分筆地積更正登記をするにあたり土地境界確定協議書に１．５

６を加筆していることが、昨年大阪府から入手した土地境界確定協議書３により判明し

ました。 

（コ）当方借地と地番ｄとの境界ブロック塀は、借地契約の時点で大阪府からの依頼により

２０ｃｍ以上セットバックして設置していたから、境界杭は、ブロック塀の２０ｃｍ以

上北側にあった。 

     平成１５年大阪府から地番ｄ、地番ｅを購入した不動産業者がブロック塀の裏側に

盛り土をし、当方ブロック塀が傾いたが改善せず、更に当方借地部分を侵奪する計画で

あることを知り、未だ大阪府からの借地状態であることから不動産業者を指導させるべ

く大阪府の職員Ｚ氏に伝えたが、当方に不動産業者と話し合う事を勧めて逃げていた。 

     別紙１１（添付省略）相談事案整理表によれば、心配していたとおり不動産業者は、

購入地の北側Ｆ氏宅との境界塀を南側に移動設置しており大阪府も黙認している。更に

大阪府は、境界杭とブロック塀の差が５ｃｍと記載しているが、整理表によれば、不動

産業者である法人Ｋ・法人Ｌは、府有地があることを認識しており、階段部分では壁か

ら２０ｃｍ控えている事が２０ｃｍ以上セットバックしていた事を証明しています。 

大阪府の職員Ｚ氏に、不動産業者が土地を侵奪しないよう指導させるべく電話をした

ところ、職員Ｚ氏は「ブロック塀の北側も売却します。」と回答したので、私は「それ

ならこれまでの借地料を計算して返金するよう。」言ったのです。整理表添付の（３）

丈量図（別図７）（添付省略）と従来の別図８（添付省略）とでは、杭番号が異なって

います。面積・位置を誤魔化した証拠でしょう。 

（サ）平成１６年１月１０日不動産業者及び大阪府を交え話し合ったが、埒があかず、弁護

士を頼む事にした。 

平成２３年大阪府から入手した平成１６年１月１５日撮影の写真のコピーには、当時

存在する筈がない新しいブロック塀と境界杭がある。現在の担当者である職員Ｙ氏に尋

ねても「撮影日が記載されている事しか知らない。」との返事である。境界杭の正しい

設置日時を文書で開示請求すると、平成２４年５月３０日付不存在による非開示決定通

知が送付され、理由は「本件請求に係る行政文書の存否について調査したが、廃棄し、

又は作成しなかったため、保有せず、管理していないため。」となっている。 

（シ）平成１８年１１月３０日大阪府から地番ｈ他借地部分を購入したが、上記のように大

阪府との関係は正常なものではなく購入について何度も交渉した。その交渉記録につい
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ても不存在としている事が常識外れである。 

ウ 反論の理由 

（ア）異議申立人が文書公開を要求した趣旨は概ね上記のとおりです。 

上記イで説明したとおり、昭和４７年１０月９日大阪府が父と交わした土地境界確定

協議は絶対的なものでありながら、平成１３年土地境界確定協議書３のように文書を偽

造している。発端は大阪府から騙された昭和４７年の土地賃貸借契約であるとしても、

登記されたのは昭和４９年１１月であり、登記理由を解明するためには昭和４９年１１

月の起案文書が必要である。 

大阪府は、上記イのように次々新事実が発見されながら肝心なところは見苦しくも不

存在で誤魔化す等自治体として許されるものではない。 

（イ）「地図混乱地域」についても大阪府が戦後のどさくさに抵当権が設定されている土地

をルーズな購入をした所ばかりです。地番ａも大阪府が購入してからも長期間抵当権が

設定されていた事が別紙９（添付省略）に記載されています。 

大阪府が売却した跡地に数件建て売りが建設されています。「地図混乱地域」の解消

はルーズな土地行政をした大阪府の責任です。 

（ウ）父は、昭和４７年１０月９日の日記に、「大阪府庁で土地境界確定協議書を交した時

管財課の職員Ｖ氏が『これで一段落付いた』と言ったが、父は番地の違う処に判を取

ってこれで善いと思っていることがおかしい。・・・土地というものは動くものではな

いから十年先、二十年先でも話を変えることができる。」と書いており他の行政に期待

していたようです。 

（エ）大阪府の登記は公図と相違するから現在も公図は変更されていない。 

（オ）大阪府の登記が公図と相違するため、「枚方方式」なる手を使っている。「枚方方式」

が法務省から認められているならば、認められている旨の通達等を公開すべきである。 

公図を訂正せずに「枚方方式」で処理することは、１４条地図を作成する方針に反し

ます。 

（カ）結論 

個人情報についても、１０回以上にわたる開示請求及び異議申立てにより、ようやく

平成２４年４月３日（火）６０４枚の個人情報を入手しました。その結果大阪府の大量

の嘘が上記のように判明しました。 

しかし、文書偽造のポイントとなる文書を不存在として公開しない等疑問点が多々あ

りますから、これまでの情報公開では十分でないと思っています。 

以上の状態では「情報公開条例」は、名ばかりであり、「証拠隠滅後公開条例」と改

名するべきでしょう。大阪府情報公開審査会の責任は重大です。 

大阪府が姑息な手段を取らず事実を公表するよう指導すべきです。 

 

 

第五 実施機関の主張要旨 

１ 本件異議申立て１について 
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  本件異議申立て１に係る、実施機関の弁明書（以下本件異議申立て１に係る実施機関の弁明

書を「弁明書１」という。）における主張は、次のとおりである。 

（１）異議申立人は、異議申立人の所有地である枚方市地名Ｑ地番ｂの土地（以下「異議申立人所

有地」という。）と、隣接する実施機関が昭和２３年に府有施設用地として取得した同町地番 a

の元府有地（以下「本件土地」という。）に関して、下記の疑義を究明するため、その理由が

分かる文書について本件請求１を行った。 

【疑義の内容】 

    ア 昭和４７年１０月に実施機関と締結した「土地境界確定協議書」（以下「４７．１０土地

境界確定協議書」という。）と同年１２月締結の「土地賃貸借契約書」の添付図面及び昭

和４９年８月に実施機関が作製した「地積測量図」（以下「４９．８地積測量図」という。）

に辺長１．５６ｍの相違がある。 

    イ 実施機関が過去３回行った分筆登記等の地積測量図には、それぞれ、形状・方位等に誤

差（相違）がある。また、その登記手続にも不明な点が多々ある。 

ウ そもそも、本件土地の従前の小字名（地名Ｏ）からすると、異議申立人所有地と隣接す

る位置関係にはない。 

（２）実施機関は、本件請求を受け、本件土地と異議申立人所有地について調査を行った。 

ア 「地図混乱地域」 

（ア）本件土地と異議申立人所有地は、法務局に備え付けられている土地の位置、地番等を公

証する地図、いわゆる「公図」と現況の位置関係等が広範囲に著しく相違する、いわゆる

「地図混乱地域」内にある。 

（イ）一般的な登記実務では、表示登記の際に作成される図面と「公図」が相違する場合は、

法務局から「公図」の訂正を求められる。 

（ウ）ただし、関係する土地所有者が相当数に及び「公図」の訂正の手続きが事実上できない

場合などは、法務局（登記官）の判断（裁量）により、これと異なる取扱いとなる場合が

ある。 

イ 本件土地の分筆登記等 

（ア）実施機関は、売払い処分等のため昭和３８年、４９年及び平成１３年の３回、分筆登記

等を行っている。 

本件土地については、実施機関が所有権移転登記を受ける前に、前所有者が申請者とな

って、昭和２３年に誤謬訂正（地積更正）登記を行っている。 

（イ）昭和３８年、４９年の分筆登記等にかかる関係書類を調査したが、当該文書は確認でき

なかったため、法務局とどのような協議を経て、登記手続きがなされたのかその詳細は不

明。 

（ウ）平成１３年の分筆登記等については、隣接土地所有者との境界確定、さらに、「公図」

上の隣接関係にある土地所有者の不隣接証明の同意書を得ることにより、「公図」の訂正

を行わず登記を行っている。 

※この登記の手法は関係者間では、俗称「枚方方式」といわれている。 

（エ）平成１３年時の登記では、隣接土地所有者と境界確定を行ったが、異議申立人について
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は立会い等の協力が得られなかったため、異議申立人所有地については、４７．１０土地

境界確定協議書（辺長１．５６ｍの表記あり）が添付されている。 

ウ 本件土地と異議申立人所有地の境界の確定等 

（ア）本件土地と異議申立人所有地は、長年、境界が確定しなかったが、昭和４７年１０月に

実施機関と異議申立人の父親との間で４７．１０土地境界確定協議書を締結、同年１２月

に本件土地のうち約１４６㎡の土地の賃貸借契約を締結している。 

（イ）これにより、［１］本件土地と異議申立人所有地は隣接する位置関係にあること、［２］

本件土地と異議申立人所有地が接する部分の土地範囲、［３］異議申立人の父親に本件土

地の一部を賃貸借すること、この３点が実施機関と異議申立人の父親との間で確認された。 

（ウ）同賃借地は平成１８年１１月に異議申立人の母親に売払いを行っている。 

エ 本件土地の分筆等の経緯 

    ○昭和２３年 地番ａを府有施設用地として取得 

○昭和３８年 地番ａから地番ｆを分筆 

地番ａを隣接土地所有者に売り払い 

○昭和４９年 地番ｆから地番ｄ、地番ｈ、地番ｉを分筆 

＜地番ｈ、地番ｉは異議申立人の父親への賃貸地部分＞ 

＜地番ｆは私道部分＞ 

○平成１３年 地番ｆから地番ｅを分筆 

地番ｄを地積更正 

○平成１５年 地番ｄ、地番ｅを不動産業者に売り払い 

○平成１８年 地番ｆ、地番ｈ、地番ｉを異議申立人の母親に売り払い 

※ なお、平成１５年に地番ｄ、地番ｅを取得した不動産業者が、地番ｊ～地番ｋの分筆

登記を行っている。 

（３）実施機関は、本件請求１に対応する行政文書について、その存否を調査した。 

ア 異議申立人が請求した誤差の理由・説明文書については、その存否が確認できなかった。 

イ 昭和３８年、４９年の分筆登記等の関係文書のうち、４７．１０土地境界確定協議書につ

いては、当該年度の文書には綴じられておらず、他の文書も調査したが写ししか確認できな

かった。 

ウ 登記嘱託の文書については、文書自体の保有が確認できなかった。また、関係文書である

法務局や隣接土地所有者等との協議、調査記録といった文書も確認できなかった。 

エ 保有が確認できた平成１３年の登記関係文書では、４７．１０土地境界確定協議書の「１．

５６」の追記（訂正）が確認されるため、当時の関係文書を調査したが、該当する文書は確

認できなかった。 

オ さらに、上記年度以外についても調査したが、該当する文書の存否は確認できなかった。 

（４）実施機関は、上記（３）の調査の結果、請求に係る直接的な文書の確認ができなかったため、

対象文書を幅広くとらえ、現に保有・管理する文書のうち、本件請求１の請求内容と関連、参

考となる文書を対象文書とし、下記文書の一部を公開することとした。 

ア 「分筆及び地積更正登記嘱託について（伺い）」 
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１．５６ｍの誤差及び分筆図（地積測量図）の誤差の理由等がわかる文書ではないが、当

該土地の分筆・地積更正登記に関し、現に保有する書類であることから、関連・参考となる

文書として対象文書とした。 

   なお、本文書は平成１３年２月の分筆登記等にかかる決裁文書である。 

イ 「地図及び登記内容の解析」 

本文書は、本件土地の取得や分筆の経緯等について、数種の資料が添付され詳細な調査分

析がなされているため、請求内容に関連・参考となる文書として対象文書とした。 

なお、本文書は平成１２年度に（社）大阪公共嘱託登記土地家屋調査士協会（以下「土地

家屋調査士会」という。）に業務委託した報告書の一部である。 

ウ 「地図誤謬訂正申請」 

昭和２３年５月の誤謬訂正の登記に関する文書として、実施機関が保有管理文書として確

認できたため、イの文書と重複するが開示した。 

なお、異議申立人及びその父親と本件土地をめぐって、昭和３６年以降、交渉事項が断続

的に発生しており、その都度、作成された文書が断片的に課内書庫に保有・管理されており、

本文書はその一部である。  

（５）部分公開決定について 

ア 公開しないことと決定した部分 

（ア）土地家屋調査士（個人事業者）作製図面の印影 

（イ）実施機関と締結の文書（土地境界確定協議書）等における個人の印影 

（ウ）個人の土地の経緯、売買代金等、個人のプライバシーに関する部分 

イ 公開しない理由 

（ア）個人事業者の印影を公にすることにより、当該個人事業者の取引の安全を害するなど、

当該個人事業者の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められることから、条例第

８条第１項第１号に該当。 

（イ）印影、売買代金等は、個人が識別される個人のプライバシーに関する情報であり、一般

に他人に知られたくないと望むことが正当であると認められることから、条例第９条第１

号に該当。また、個人の土地の経緯については、法務局等にて閲覧等に供されている情報

ではなく、その内容も所有者のみが知りうるものなどから、一般に他人に知られたくない

と望む情報であり、条例第９条第１号に該当。 

（６）結論 

本件請求１の対象である文書は、異議申立人が請求した誤差の理由・説明文書であるため、

誤差を是正処理した文書、あるいは相違の経緯等を調査した文書等について、請求に対応する

文書が作成されていたか否かを含め、その存否を調査したが確認できなかった。しかし、異議

申立人の本件請求１に少しでも応えられるよう、対象文書を幅広くとらえ、関連、参考となる

文書を積極的に選定し公開したものである。 

また、公開しないことと決定した部分は、条例第８条第１項第１号及び条例第９条第１号に

該当するものである。 

よって、本件決定１は、条例の規定及び異議申立人からの本件請求１の請求内容に基づき適
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正に行われたものであり、何ら違法又は不当な点はなく、適法かつ妥当なものである。 

 

２ 本件異議申立て２について 

本件決定２に係る、実施機関の弁明書（以下本件異議申立て２に係る実施機関の弁明書を「弁

明書２」という。）における主張は、次のとおりである。 

（１）上記１（１）及び（２）に同じ 

（２）実施機関は、本件請求２に対応する行政文書について、その存否を調査した。 

ア 本件請求２の請求事項は６項目に及び、その内容は前２回の行政文書公開請求（受付番号

第７９８号及び本件請求１）と同様の事項又は、前２回の部分公開決定において一部を公開

することと決定した行政文書に対する疑義等についての説明、証明を求める内容となってい

る。 

イ 行政文書公開制度は、請求者からの説明、証明の求めに応じ、説明等の文書を作成しこれ

を公開するものではなく、現に保有、管理する文書から本件請求２の請求内容に該当する文

書を公開するものである。 

ウ このため、本件請求２に係る対象文書の大半は既公開文書と重複するが、異議申立人の意

向により、既公開文書も対象文書とした。 

 （３）実施機関は、上記（２）の調査の結果、本件請求２に係る直接的な文書だけではなく、対象

文書を幅広くとらえ、本件請求２の請求内容と関連、参考となる文書を対象文書とし、既公開

文書も含め、下記文書を部分公開することとした。 

ア 答申別紙２の項目１、２の対象文書 

「土地境界確定協議書」、「境界に関する詳細にわたる書類」、「分筆及び地積更正登記嘱託

について（伺い）」、 

・請求内容は、異議申立人所有地と本件土地との隣接関係の証明文書である。 

・本件土地は、地図混乱地域内にあり、公図にて位置関係を公証することはできない。 

・また、公図に代わる客観的に証明できる文書について、その存否が確認できなかった。 

・このため、対象文書を幅広くとらえ、異議申立人所有地と本件土地が隣接関係にあること

を確認した、４７．１０土地境界確定協議書及び本件土地の境界等に係る関係文書を請求

内容に関連、参考となる文書として対象文書とした。ただし、４７．１０土地境界確定協

議書は原本が確認できないため、公開したものは昭和４７年１２月に締結した土地賃貸借

契約の決裁文書に添付されている写しである。 

・さらに、現況において土地境界（筆界）が確定していることを示すために、平成１３年２

月の分筆・地積更正登記に係る決裁文書を対象文書とした。 

イ 答申別紙２の項目３の対象文書 

    「地図及び登記内容の解析」、「分筆及び地積更正登記嘱託について（伺い）」 

・請求内容は、４７．１０土地境界確定協議書と土地賃貸借契約書の添付図面との１．５６

ｍの誤差（相違）について、その理由等が分かる説明文書である。 

    ・１．５６ｍの誤差及び分筆図（地積測量図）の誤差の理由等がわかる直接的な文書での存

否について確認できなかったが、本件土地の分筆・地積更正登記に関する文書及び本件土
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地の取得や分筆の経緯等に関する文書であることから、請求内容に関連、参考となる文書

として、土地家屋調査士会に業務委託した報告書及び平成１３年２月の分筆・地積更正登

記に係る決裁文書を対象文書とした。 

ウ 答申別紙２の項目４の対象文書 

    「分筆及び地積更正登記嘱託について（伺い）」 

・請求内容は、本件土地の地積更正登記に関するものであるため、平成１３年２月の分筆・

地積更正登記に係る決裁文書を対象文書とした。 

エ 答申別紙２の項目５の対象文書 

「地図及び登記内容の解析」、「分筆及び地積更正登記嘱託について（伺い）」 

・本件請求２は、平成１３年２月に実施機関が行った分筆・地積更正登記が、異議申立人の

（境界）同意がなく行われたことについて、その登記手法である「枚方方式」に関する説

明等を求める請求である。 

・「枚方方式」に関する説明文書ではないが、請求内容に関連、参考となる文書として、土

地家屋調査士会に業務委託した報告書を対象文書とした。 

・また、当該登記手続きについては、平成１３年２月の分筆・地積更正登記に係る決裁文書

を対象文書とした。 

オ 答申別紙２の項目６の対象文書 

「分筆及び地積更正登記嘱託について（伺い）」、「現場写真」、「元府有施設敷地多角境界点

網図」 

・本件請求２は、平成１５年５月の本件土地の一部の売払いのために行った、境界杭の位置

確認等の疑義に関する回答を求める請求である。 

・当該売払いのために行った、平成１３年２月の分筆・地積更正登記に係る決裁文書を対象

文書とした。 

・境界杭の位置が不明とする写真については、位置関係が分かる別写真と境界杭の位置関係

が分かる図面を対象文書とした。 

（４）部分公開決定について 

ア 公開しないことと決定した部分 

（ア）土地家屋調査士（個人事業者）作製図面の印影 

（イ）実施機関と締結の文書（土地境界確定協議書）等における個人の印影 

（ウ）現場写真における個人の肖像 

（エ）個人の土地の経緯、売買代金等、個人のプライバシーに関する部分 

（オ）個人所有の土地の境界等に関する詳細にわたる書類 

イ 公開しない理由 

（ア）個人事業者の印影を公にすることにより、当該個人事業者の取引の安全を害するなど、

当該個人事業者の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められることから、条例第

８条第１項第１号に該当。 

（イ）印影、売買代金等は、個人が識別される個人のプライバシーに関する情報であり、一般

に他人に知られたくないと望むことが正当である認められることから、条例第９条第１号
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に該当。また、個人の土地の経緯等については、法務局等にて閲覧等に供されている情報

ではなく、その内容も所有者のみが知りうるものなどから、一般に他人に知られたくない

と望む情報であり、条例第９条第１号に該当。 

（５）結論 

ア 本件決定２は、本件請求２に係る直接的な文書だけではなく、異議申立人の本件請求２に

少しでも応えられるよう、対象文書を幅広くとらえ、関連、参考となる文書を積極的に選定

し公開したものである。 

イ 公開しないことと決定した部分は、条例第８条第１項第１号及び条例第９条第１号に該当

するものである。 

ウ 異議申立書の「異議申立ての理由」欄に記載されている「昭和３７年の訴状が存在するに

もかかわらずその後の文書」及び「約１０年にわたる裁判記録一件及び前後の議事録」につ

いては、本件請求２の内容に記載されていなかった。 

  よって、本件決定２は、条例の規定及び異議申立人からの本件請求２の内容に基づき適正に

行われたものであり、何ら違法又は不当な点はなく、適法かつ妥当なものである。 

 

３ 本件異議申立て３について 

本件異議申立て３に係る、実施機関の弁明書（以下、本件異議申立て３に係る実施機関の弁

明書を「弁明書３」という。）における主張は、次のとおりである。 

（１）上記１（１）に同じ 

（２）本件請求３に係る文書の所在調査 

本件請求３に対応する行政文書は、昭和４９年１１月に分筆登記を行った際に担当者が作成

した起案文書及び登記嘱託書（登記済証）である。 

実施機関は、本件請求３を受け昭和４９年１１月に実施機関が行った本件土地の分筆登記の

起案文書及び登記嘱託書の綴りの所在調査を行ったが、昭和４９年度の登記嘱託書綴りは、実

施機関において現に保有管理されていなかった。 

しかし、同嘱託登記において作成され、法務局にて閲覧に供されている「地積測量図」（４

９．８地積測量図）、「土地所在図」の保存管理が確認できたため、これを開示したものである。 

昭和４９年度当時の大阪府文書規程（昭和２８年４月１日大阪府訓令第１０号）により、当

該文書の保存期間は永年とされていたが、平成５年４月１日に大阪府文書管理規程（昭和５７

年５月３１日大阪府訓令第２５号）の規定に基づく文書の保存期間の改正（以下「平成５年文

書保存期間改正」という。）により、永年の区分が全廃され、改めて長期の区分が設定された。 

この見直しの際、当該文書を長期保存としたか、あるいは利用価値がなくなったと判断し、

廃棄処分としたかについては、現時点では不明である。また、仮に平成５年の見直しの際に長

期保存としたとしても、再度の見直し時期を１１年としていた場合、その時期到来後の平成１

５年度末、改めて見直しを行った結果、廃棄処分とした可能性も否定できない。いずれの時期

に廃棄したとしても、当時の廃棄票の保存期間が３年であったことから、廃棄の時期は特定で

きない。 

ただし、本件請求３の対象文書を特定するため、行政文書管理システムの簿冊検索及び長期
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保存文書を管理している夕陽丘書庫に出向いて検索した結果、類似の登記嘱託綴りは、昭和４

９年度以前のものは概ね廃棄されており、昭和５０年度以降のものは概ね保存されていること

が確認できた。保存されている文書の保存期間を見ると、長期保存で３５年とされており、こ

の保存期間は平成１５年度に導入された行政文書管理システムで入力可能な長期保存の最長

の期間である３５年間と符合することから、平成１５年度に何らかの文書保存の見直しが行わ

れ、昭和４９年度以前の文書は廃棄されたのではないかとも推測される。 

（３）当該文書不存在に係る説明 

実施機関においても本件請求３にかかる文書は、異議申立人が有する疑義の解明に資する文

書であると認識しており、当初から当該文書の存否の調査をしたが、その所在が確認できなか

った。このことについては、異議申立人に再三説明しているが、残念ながらご理解を得ること

は出来なかった。 

（４）本件土地の分筆等の経緯 

    上記１（２）エに同じ 

（５）結論 

ア 実施機関は、異議申立人からの本件請求３を含む一連の行政文書公開請求に関しては、本

件請求３に係る直接的な文書だけではなく、対象文書を幅広くとらえ、関連、参考となる文

書を積極的に選定し公開してきた。 

イ したがって、本件請求３に係る文書が実施機関において現に保有管理されていれば、本件

請求３以前の請求において既に公開している。このことは、平成２３年８月３０日付け財活

第１６１５号にて、同類文書である平成１３年の登記嘱託に係る起案文書「分筆及び地積更

正登記嘱託について（伺い）」を開示していることからも明らかである。 

ウ よって、本件決定３は、条例の規定及び異議申立人からの本件請求の内容に基づき適正に

行われたものであり、何ら違法又は不当な点はなく、適法かつ妥当なものである。 

 

 

第六 審査会の判断 

１ 条例の基本的な考え方について 

行政文書公開についての条例の基本的な理念は、府民の行政文書の公開を求める権利を明ら

かにすることにより「知る権利」を保障し、そのことによって府民の府政参加を推進するとと

もに府政の公正な運営を確保し、府民の生活の保護及び利便の増進を図るとともに、個人の尊

厳を確保し、もって府政への信頼を深め、府民福祉の増進に寄与しようとするものである。 

このように「知る権利」を保障するという理念の下にあっても、一方では、公開することに

より、個人や法人等の正当な権利・利益を害したり、府民全体の福祉の増進を目的とする行政

の公正かつ適切な執行を妨げ、府民全体の利益を著しく害することのないよう配慮する必要が

ある。 

このため、条例においては、府の保有する情報は公開を原則としつつ、条例第８条及び第９

条に定める適用除外事項の規定を設けたものであり、実施機関は、請求された情報が条例第２

条第１項に規定する行政文書に記録されている場合には、条例第８条及び第９条に定める適用
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除外事項に該当する場合を除いて、その情報が記録された行政文書を公開しなければならない。 

 

２ 本件異議申立て１について 

（１）本件請求１の趣旨について 

本件請求１の記載内容からすると、異議申立人が請求する文書は、［1］昭和３８年１月に分

筆された後の枚方市地名Ｑ地番ｆ（以下「本件土地２」という。）の土地について、実施機関

と異議申立人父親が締結した４７.１０土地境界確定協議書に添付された図面とその後の地積

測量図とに、誤差南北１．５６ｍが生じていることの理由の説明となる文書、［2］昭和２３年

５月１９日付けの枚方市地名Ｑ地番ａの地積誤謬申請書（以下「２３．５．１９地積誤謬申請

書」という。）、昭和３８年１月１９日付け分筆図（以下「３８．１．１９分筆図」という。）、

昭和４９年１１月１８日付け分筆図（昭和４９年１１月１８日に分筆登記された際の書面は、

４９．８地積測量図である。）の３つの書類に誤差がある理由の説明となる文書、の２つであ

ると解される。 

（２）実施機関の本件決定１の対象文書の特定及び現存しない文書について 

ア 実施機関は弁明書１において、これらの請求に係る直接的に対象となりうる文書の確認が

できなかったため、対象文書を幅広くとらえ、現に保有・管理する文書のうち、本件請求１

と関連・参考となる文書を対象文書とし決定したと主張する。実施機関説明において、これ

を補充するべく、以下のとおり説明している。 

（ア）本件請求１中に記載された、４７．１０土地境界確定協議書は、本件土地を昭和３８年

に分筆した本件土地２と異議申立人所有地との間の境界について、実施機関と異議申立人

父親が締結した当時２通原本として作成されたはずであるが、現存しない。また、３８．

１．１９分筆図、４９．８地積測量図が綴られていると考えられる、当時の分筆等の登記

嘱託書綴りも現存しない。 

異議申立人が本件請求１に記載した、１．５６ｍの誤差とは、実施機関が保有する４７．

１０土地境界確定協議書の写しには、上記の１．５６ｍの記載がされており、異議申立人

が保有する４７．１０土地境界確定協議書の写しには、１．５６ｍの記載がないことを指

していると考えられるが、この理由がわかる文書は本来存在しないものと考えられる。 

また、２３．５．１９地積誤謬申請書、３８．１．１９分筆図及び４９．８地積測量図

の３つの書類の間の誤差を説明する文書も存在しない。 

よって、現に保有・管理する文書のうち、次の本件請求１と関連・参考となる、次の（イ）

から（エ）までの３文書を対象文書とし決定した。 

（イ）「分筆及び地積更正等嘱託について（伺い）」を対象文書としたことについて 

４７．１０土地境界確定協議書の写しを含む、「分筆及び地積更正等嘱託について（伺

い）」を、本件土地２の分筆及び地積更正に関して現に保有する書類であることから関連

・参考となる文書と考え、対象文書として開示した。この文書は、昭和４９年１１月に本

件土地２を分筆して登記した後の、枚方市地名Ｑ地番ｆ（以下「本件土地３」という。）

を分筆するとともに、昭和４９年１１月に本件土地２を分筆して登記した後の同町地番ｄ

（以下「本件土地４」という。）について地積更正するため、平成１３年２月に起案され
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たものである。 

（ウ）「地図及び登記内容の解析」を対象文書としたことについて 

この文書は、平成１３年２月実施の本件土地３の分筆及び本件土地４の地積更正のため

に、実施機関が土地家屋調査士会に委託して報告を求めた文書の一部である。 

実施機関は、この文書を、本件土地の取得や分筆の経緯等について、数種の書類が添付

され、詳細な調査分析がなされているため、請求内容に関連・参考になるものと考え、対

象文書として開示した。 

（エ）「地図誤謬訂正申請」を対象文書としたことについて 

「地図誤謬訂正申請」とは、昭和２３年５月１９日付けでＣ氏により地図誤謬訂正申請

がなされた、２３．５．１９地積誤謬申請書のことである。２３．５．１９地積誤謬申請

書は、異議申立人の父親との本件土地をめぐる交渉経過の書類の中に保存されていたため、

これを対象文書として開示した。 

イ 実施機関は、［1］４７．１０境界確定協議書の原本は存在しない、［2］３８．１．１９分

筆図、４９．８地積測量図等を綴っていると考えられる当時の登記嘱託書綴りは存在しない、

と現存しない文書がある旨を主張するため、当審査会は、実施機関の保有する文書の見分を

行い、実施機関に文書の保存について説明を求めた。 

（ア）当審査会は、本件土地及び異議申立人所有地に関連する以下の簿冊を見分した。 

（当審査会が見分した文書（簿冊）） 

 ・昭和４７年度境界協議書綴Ｎｏ.１ 

 ・昭和４７年度境界協議書綴Ｎｏ.２ 

 ・昭和４７年度境界協議書綴Ｎｏ.３ 

 ・昭和４７年不動産賃貸借契約書綴 

 ・昭和３６～４７年度枚方市地名Ｒ土地明渡等請求事件 

 ・平成１２年度 登記嘱託綴（処理推進）簿冊枝番その２ Ｎｏ．２ 

 ･平成１５年度 売払い原義綴り（管財２） 

 ・平成１５年度 管財第１７８２号「元府有施設敷地（枚方市地名Ｑ地番ｄ）に関する資

料の提供について」 

 ・平成１８年度 売り払い原義綴り（財産２）  

（イ）上記［1］及び［2］に係る文書が存在しないことについて実施機関の説明を求めたとこ

ろ、以下のとおりであった。 

     ａ ４７．１０土地境界確定協議書について 

       この文書が保存されているべき簿冊は、「昭和４７年度境界協議書綴Ｎｏ.１」、「昭和

４７年度境界協議書綴Ｎｏ.２」、「昭和４７年度境界協議書綴Ｎｏ.３」のうちいずれか

であるが、いずれの簿冊の目次欄にも、異議申立人所有地と本件土地２との境界につい

て締結した４７．１０土地境界確定協議書にかかる記載はない。 

       これら３件の簿冊は、平成３４年度末（平成３５年３月３１日）を保存期間満了年度

として、「長期」保存している文書である。 

       実施機関は、４７．１０土地境界確定協議書締結の直後である昭和４７年１２月２７
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日に、本件土地２の一部の賃貸借契約を締結していたこと、上記（ア）記載の昭和４７

年度の３冊の土地境界確定協議書綴りの文書目録にも４７．１０土地境界確定協議書の

記載がないことなどからすると、４７．１０土地境界確定協議書の原本は異議申立人父

親との本件土地２の一部の賃貸借契約締結に向けての交渉協議に使用され、本来綴られ

るべき簿冊に綴られることなく、紛失したものと考えられる。 

ｂ ３８．１．１９分筆図、４９．８地積測量図等を綴っていると考えられる、当時の登

記嘱託書綴りについて 

実施機関は、本件請求１を受け昭和３８年１月及び昭和４９年１１月に府が行った本

件府有地の分筆登記の起案文書及び登記嘱託書綴りの捜索を行ったが、発見することが

できなかった。 

当時の大阪府文書規程（昭和２８年４月１日大阪府訓令第 10 号）に基づく、文書の

保存期間の基準では、当該文書の保存期間は「永年」とされていたが、平成５年４月

１日に大阪府文書管理規程（昭和５７年５月３１日大阪府訓令第２５号）の規定に

基づく文書の保存期間の基準の改正（以下「平成５年文書保存期間改正」という。）

により、「永年」の区分が廃止され、１０年を超える保存期間として改めて「長期」の

区分が設定された。 

この見直しの際、長期保存としたか廃棄処分としたかは不明であるが、長期保存文書

は、１０年を超えた時点で廃棄又は必要があれば一定の期間、保存期間の延長を行うこ

ととなっているため、長期保存としたとしても、１１年後の平成１５年度末を再度の見

直し時期とし、平成１５年度末に改めて見直しをした結果廃棄処分とした可能性も否定

できない。いずれの時期に廃棄したとしても、当時の廃棄票の保存期間は５年間であり、

廃棄の時期を特定することはできなかった。 

書庫や行政文書管理システムに登録された簿冊を捜索した結果、登記嘱託綴は、昭和

４９年度以前のものは概ね廃棄されており、昭和５０年度以降のものは概ね保存されて

いることが確認できた。現在、保存されている簿冊を見ると、「長期」の区分で３５年

間の保存期間とされており、この保存期間は平成１５年度に導入された行政文書管理シ

ステムで入力可能な長期保存の最長期間と符合することから、平成１５年度に何らかの

見直しが行われ、昭和４９年度以前の文書は廃棄されたのではないかとも推測される。 

弁明書３中、廃棄票の保存期間は３年間であるとの記載については、平成１０年７月

１４日付け法第７５号「『文書分類表及び文書の保存期間の基準』の改正について（依

命通達）」及び平成１２年５月１８日付け法第９０号「『文書分類表』及び『行政文書の

保存期間の基準に係る実施細目』の制定について」を確認したところ、廃棄票の当時の

保存期間は５年であると判明したため、廃棄票の保存期間を５年に訂正する。 

ｃ 文書及び簿冊の捜索について 

上記［1］及び［2］の文書及び簿冊については、１４０回以上の書庫の捜索を行い、

執務室内の対象文書については、数か月かけて確認を行った。異議申立人が個人情報開

示請求を行うごとに、実施機関は鋭意文書の捜索に努めたが、確認しえなかったもので

ある。 
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   ウ 実施機関における行政文書の保存及び廃棄に関する規則等について 

（ア）実施機関における行政文書の管理は、現在、大阪府行政文書管理規則（平成１４年１２

月２７日大阪府規則第１２２号。以下「文書規則」という。）及びその細目を定める大阪

府行政文書管理規程（平成１４年１２月２７日大阪府訓令第３９号。以下、「文書規程」

という。）によって行われている。 

現在、大阪府行政文書の保存期間については、文書規則別表に定める基準に従い文書管

理者が定めることとされており（文書規則第１７条第１項本文）、保存期間が満了すると

きは、あらかじめ、文書管理者が廃棄の決定を行った上で、保存期間満了後速やかに処分

すると定められている（文書規則第１８条第１項及び第２項）。 

現行の文書規則によれば、行政文書の保存期間については長期、１０年、５年、３年、

２年、１年の６つの区分が定められている。長期とは１０年を超える保存期間とされてお

り、この長期保存の文書については、保存期間を満了した後、保存期間の延長が必要なと

きは、最長１０年までの期間を定めて保存期間の延長を行う、又は廃棄の決定を行うこと

とされており、延長の回数に制限は設けられていない。 

なお、現在、行政文書管理システムにおける簿冊管理においては、長期として設定でき

る最長の期間は３５年となっている。 

（イ）「公有財産の得喪、変更、処分」に関する行政文書の保存期間については、大阪府文書

規程（昭和５７年５月３１日大阪府訓令第２５号）第１５条第２項の規定による「文書分

類表及び文書の保存期間の基準」により、「永年」の区分で保存されていたが、平成５年

文書保存期間改正により、「永年」の区分が廃止され、上記の行政文書については、「長期」

の区分で保存することとされている。 

エ 本件決定１の対象文書の特定の妥当性について 

異議申立人は、実施機関が平成１３年の分筆及び地積更正の際に改ざんをした土地境界確

定協議書を添付するなど違法行為を続けており、本件土地に関連する文書を全て公開される

べき等の主張をしているが、本件請求１の直接的に対象となりうる文書で現存しない文書が

存在しないとする実施機関の説明に不自然な点はなく、実施機関が本件文書の特定にあたり、

文書を隠ぺいしている等と考えられる特段の事情は認められない。 

よって、本件請求１に係る直接的な文書の確認ができなかったため異議申立人の請求趣旨

を汲んで、本件請求１の請求内容と関連・参考となる文書を対象文書として特定したとする

実施機関の主張には一定の合理性が認められ、実施機関の本件行政文書１の特定は妥当であ

る。   

 （３）本件非公開部分１について 

実施機関が非公開とした部分について、異議申立人は、個人所有の土地の経緯は公図の整合

性を説明する必要がある場合には公開すべきである旨等主張しているので、実施機関の決定の

妥当性について以下検討する。 

ア 条例第８条第１項第１号について 

事業を営む者の適正な活動は、社会の維持存続と発展のために尊重、保護されなければな

らないという見地から、社会通念に照らし、競争上の地位を害すると認められる情報その他
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事業を営む者の正当な利益を害すると認められる情報は、営業の自由の保障、公正な競争秩

序の維持等のため、公開しないことができる、とするのが本号の趣旨である。 

  同号は、 

(ア) 法人（国、地方公共団体、独立行政法人等、地方独立行政法人、地方住宅供給公社、土

地開発公社及び地方道路公社その他の公共団体を除く。）その他の団体に関する情報又

は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、 

(イ) 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の競争上の地位その他正当な利益を害す

ると認められるもの（人の生命、身体若しくは健康に対し危害を及ぼすおそれのある事

業活動又は人の生活若しくは財産に対し重大な影響を及ぼす違法な若しくは著しく不

当な事業活動に関する情報を除く。） 

が記録された行政文書は公開しないことができる旨定めている。 

 本号の「競争上の地位を害すると認められるもの」とは、生産技術上又は営業上のノウハ

ウや取引上、金融上、経営上の秘密等公開されることにより、公正な競争の原理に反する結

果となると認められるものをいい、「その他正当な利益を害すると認められるもの」とは、

公開されることにより、事業を営む者に対する名誉侵害や社会的評価の不当な低下となる情

報及び団体の自治に対する不当な干渉となる情報等必ずしも競争の概念でとらえられない

ものをいうと解されるが、これらの具体的な判断に当たっては、当該情報の内容のみでなく、

当該事業を営む者の性格や事業活動における当該情報の位置づけ等も考慮して、総合的に判

断すべきである。 

イ 条例第８条第１項第１号該当性について 

本件非公開部分１中、条例第８条第１項第１号により非公開とした部分は、答申別紙１記

載の「個人事業者の印影」であり、これは個人事業者が契約等を行うに際し作成した文書の

責任を明らかにするものとして重要な意義を有しており、上記ア（ア）の要件に該当する。 

また、個人事業者の印影は、当該印影が現に公表され、又は公表することが慣行となって

いるなど特段の事情がない限り、一般的には専ら当該個人事業者が管理すべき情報である。

これを公開することにより、印章偽造等の不正使用を誘発し、虚偽の契約書等の作成が容易

になるなど、当該個人事業者の正当な利益を害するおそれがあると認められるところ、本件

個人事業者の印影については、当該印影が現に公表され、又は、公表することが慣行となっ

ているなどの特段の事情は認められないから、上記ア（イ）の要件にも該当する。よって、

当該部分について実施機関の決定は妥当である。 

  ウ 条例第９条第１号について 

条例は、その前文で、府の保有する情報は公開を原則としつつ、併せて、個人のプライバ

シーに関する情報は最大限に保護する旨を宣言している。また、第５条において、個人のプ

ライバシーに関する情報をみだりに公にすることのないよう最大限の配慮をしなければな

らない旨規定している。 

本号は、このような趣旨を受けて、個人のプライバシーに関する情報の公開禁止について

定めたものである。 

同号は、 
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(ア) 個人の思想、宗教、身体的特徴、健康状態、家族構成、職業、学歴、出身、住所、所

属団体、財産、所得等に関する情報であって、 

(イ) 特定の個人が識別され得るもののうち、 

(ウ) 一般に他人に知られたくないと望むことが正当であると認められる 

情報が記録された行政文書については公開してはならないと定めている。 

そして、「個人の思想、宗教、身体的特徴、健康状態、家族構成、職業、学歴、出身、住

所、所属団体、財産、所得等に関する情報」とは、個人のプライバシーに関する情報を例示

したものであり、「特定個人が識別され得る」情報とは、当該情報のみによって直接特定の

個人が識別される場合に加えて、容易に入手し得る他の情報と結びつけることによって特定

の個人が識別され得る場合を含むと解される。 

    また、「一般に他人に知られたくないと望むことが正当であると認められる」情報とは、

社会通念上、他人に知られることを望まないものをいうと解される。 

エ 条例第９条第１号該当性について 

  本件行政文書１のうち、条例第９条第１号を適用して公開しないことと決定した箇所のあ

る文書は、平成１３年２月起案の「分筆及び地積更正等嘱託について（伺い）」及び「地図

及び登記内容の解析」である。このうち、条例第９条第１号を適用して公開しないことと決

定した部分は、答申別紙１記載の、個人所有の土地の経緯等、個人の印影、個人所有の土地

の賃貸価格等である。 

これらの情報の条例第９条第１号該当性について、以下検討する。 

（ア）「個人所有の土地の経緯等」について 

     ａ 「個人所有の土地の経緯等」として公開しないことと決定した部分について 

本件決定１において条例第９条第１号に該当するとして、公開しないことと決定した

「個人所有の土地の経緯等」には、本件土地の隣接土地に関する記載や、上記２文書が

作成された時点で現存しないにもかかわらず登記簿上存在している土地について、その

土地の所有関係の変遷や、登記が変更されていない理由等の個別具体的事情の記載がな

されている。 

これらの記載の中には、［1］登記簿上明らかにならない個人の氏名及び住所、［2］あ

る個人が土地を所有又は売却することになった理由、［3］ある土地について登記が変更

されていない理由、［4］占有等登記簿上明らかにならない土地に関する情報等、［5］本

件土地に関する訴訟の証人調書、といった情報が含まれている。 

ｂ 上記ａ記載の［1］から［4］までの情報について 

これらの情報は、上記ウ(ア)、(イ)の個人の財産等にかかる情報であって、個人が特

定されうる情報である。また、これらの情報は登記簿に記載されておらず法務局等で閲

覧に供されていない、通常公表されない個人の財産に関する情報であって、一般的に他

人に知られたくないと望むことが正当であると認められるから、上記ウ(ウ)に当たるた

め、条例第９条第１号に該当する。 

ｃ 上記ａ記載の［5］証人調書について 

証人調書に記載された情報は、条例第９条第１号に該当するとして、全て公開しない
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ことと決定されている。当審査会がこの文書を見分したところ、証人の住所、氏名、年

齢及び職業、関係者である個人の氏名、土地の位置関係等によって個人が特定されうる

情報は条例第９条第１号に該当するが、これらの情報を除いた他の部分については個人

が特定されうることがないため、同号には該当しない。 

（イ）「個人の印影」について 

個人の印影については、個人が特定される情報であり、一般に他人に知られたくないと

望むことが正当である情報であると認められるから、条例第９条第１号に該当する。 

（ウ）「個人所有の土地の賃貸価格等」について 

当審査会が「個人所有の土地の賃貸価格等」として非公開とした部分を見分したところ、

売買金額、手付金の額、賃貸価格及び等級金額が記載されていた。 

これらの情報は上記ウ(ア)、(イ)の個人の財産に関する情報であって、個人が特定され

うる情報である。これらの情報は、通常公にされることの予定されていない情報であって、

上記ウ(ウ)の、一般に他人に知られたくないと望むことが正当であると認められる情報で

あるから、条例第９条第１号に該当する。 

（４）結論 

よって、本件決定１により、条例第９条第１号に該当するとして実施機関が非公開とした部

分のうち、「個人の土地の経緯等」に含まれるものとして全部非公開とされた「証人調書」に

ついては、証人の住所、氏名、年齢及び職業、関係者である個人の氏名、土地の位置関係等に

よって個人が特定されうる情報（答申別紙４に記載）を除く部分については公開すべきである。

その他の部分にかかる実施機関の決定は妥当である。 

 

３ 本件異議申立て２について 

（１）本件請求２の趣旨について 

本件請求２の記載内容からすると、異議申立人が請求する文書は、以下のとおりであると解

される。 

ア 昭和２３年に実施機関が購入した本件土地について、異議申立人所有地と隣接しないはず

であるのに隣接することとなったことを証明する文書 

イ ３８．１．１９分筆図がどの地積測量図とも形状・方位が異なっており、本件土地２が異

議申立人所有地と隣接することを証明することができる文書、および本件土地２と異議申立

人所有地がどの位置で隣接するか証明する文書 

ウ 昭和４７年１２月２７日付け賃貸借契約書（以下「４７．１２賃貸借契約書」という。）添

付の地積測量図（昭和４７年１１月１日作製）（以下「４７．１１．１地積測量図」という。）

は、４７．１０土地境界確定協議書添付の平面図より南北で１．５６ｍ、借地面積が２０㎡

以上大きくなっている理由等の説明文書 

エ ４９．８地積測量図記載のある「地積更正」について、地積更正をした部分が分かる文書

及び地積更正の手続きの中で隣地の同意を取った証明書類 

オ 平成１３年２月２３日申請の地積更正について、本件土地４が異議申立人所有地に隣

接するのであれば、地積更正には隣地の同意が必要であるが、異議申立人の同意なしに
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地積更正していたとすれば、公文書偽造とも考えられるため、当該地積更正手続きの適

正を証明する書類（「枚方方式」の存在の有無を含める）。 

カ 平成１５年５月２７日に法人Ｋへ売却した際の境界杭の位置確認の仕方を説明する文書、

及び平成１６年１月１５日撮影の写真（Ｋ‐１６）の境界杭の位置を説明する文書 

（２）本件決定２の対象文書の特定及び現存しない文書について 

ア 実施機関は弁明書２において、これらの請求に係る直接的に対象になりうる文書だけでな

く、対象文書を幅広くとらえ、現に保有・管理する文書のうち、本件請求２と関連・参考と

なる文書を対象文書とし、決定したと主張する。実施機関説明においては、これを補充する

べく、以下のとおり説明している。 

（ア）上記（１）ア、イの対象文書について 

    異議申立人は、上記（１）ア、イの請求においては、異議申立人所有地と本件土地が隣

接関係にあったことを証明する文書を求めているが、この地区は地図混乱地域にあるから

公図でも証明できず、客観的に証明する文書は存在しなかった。 

よって、答申別紙２記載のとおり、異議申立人所有地と本件土地とが隣接関係にあるこ

とを確認した［1］４７．１０土地境界確定協議書の写し、［2］「境界に関する詳細にわた

る書類」として、本件土地に係る訴訟記録の一部である訴状、準備書面、不動産仮処分命

令申請、［3］平成１３年２月に行った本件土地３の分筆及び本件土地４の地積更正に関す

る意思決定の書類である「分筆及び地積更正登記嘱託について（伺い）」を対象文書として

特定し決定した。なお、［2］の訴状、準備書面、不動産仮処分命令申請については、「枚方

市地名Ｒ土地明渡等請求事件」と題された、実施機関と異議申立人父親との間の本件土地

に関する訴訟記録で現存する唯一の簿冊の中から、上記（１）ア、イの請求の対象文書と

なりうると考えられる文書を特定して決定したものである。 

（イ）上記（１）ウの対象文書について 

     異議申立人が主張する南北１．５６ｍ、借地面積が２０㎡以上の誤差というのは、異議

申立人が保有する４７．１０土地境界確定協議書添付の図面には、１．５６ｍの数字の記

載がないが、実施機関と異議申立人父親とが締結した４７．１２賃貸借契約書添付の４７．

１１．１地積測量図には、１．５６ｍの記載があり、借地面積が２０㎡異なっているとい

う趣旨であると考えられる。この誤差の理由を説明する文書を公開することを求めるとし

ているが、実施機関が保有する４７．１０土地境界確定協議書添付の図面には、１．５６

ｍの数字の記載はあり、この理由が分かる文書というのは本来存在しないものと考えられ

る。 

     なお、４７．１０土地境界確定協議書の原本は存在しない。 

    よって、［1］本件土地の取得や分筆の経緯等が記載された、実施機関が本件土地３の分

筆及び本件土地４の地積更正を行うにあたり、土地家屋調査士会に業務委託した報告書で

ある「地図及び登記内容の解析」、及び［2］上記（ア）［３］記載の「分筆及び地積更正

登記嘱託について（伺い）」を、答申別紙２記載のとおり、対象文書として特定し公開し

た。 

（ウ）上記（１）エの対象文書について 
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４９．８地積測量図の時点で地積更正が行われていたとしても、これが綴られていると

考えられる昭和４９年度の分筆や地積更正等の登記嘱託にかかる簿冊は現存しない。昭和

４９年度の分筆及び地積更正にかかる文書については、保存期間の経過により、廃棄した

ものと考えられる。 

よって、上記（ア）［3］記載の「分筆及び地積更正登記嘱託について（伺い）」は、本

件土地３及び本件土地４の地積更正登記に関する文書であるため、答申別紙２記載のとお

り、対象文書として特定し公開した。 

   （エ）上記（１）オの対象文書について 

上記（１）オにかかる部分の請求は、平成１３年２月の本件土地３の分筆及び本件土地

４の地積更正が、異議申立人の同意なく行われたことや、登記手法である「枚方方式」等

について説明を求める請求である。よって、同月の分筆及び地積更正の処理が記載された

文書として、上記（ア）［3］記載の「分筆及び地積更正登記嘱託について（伺い）」を答

申別紙２記載のとおり対象文書として決定した。 

また、枚方方式とは大阪法務局枚方出張所が、地図混乱地域の分筆・地積更正を行う際

に、不隣接同意証明等の添付をもとに登記申請することで認めることをいうものであると

考えられるが、実施機関は大阪法務局の枚方方式にかかる文書は保有していないため、枚

方方式について若干記載のある、上記（イ）［1］記載の「地図及び登記内容の解析」を、

答申別紙２記載のとおり、対象文書として決定した。    

（オ）上記（１）カの文書について 

異議申立人は、本件土地３及び本件土地４のうちの一部を平成１５年５月２７日に法人

Ｋに売却するために行った境界杭の位置確認等の仕方等に関する説明が記載された文書

及び平成１６年１月１５日撮影の境界杭の位置を説明する文書を求めているものと考え

られる。境界杭の位置確認等の仕方等に関する説明が記載された書類は存在しないため、

［1］この売却の準備行為であった、平成１３年２月の本件土地３の分筆及び本件土地４

の地積更正にかかる、上記（ア）［3］記載の「分筆及び地積更正登記嘱託について（伺い）」、

［2］境界杭等を映した現場写真（平成１６年１月１５日撮影）、［3］平成１３年１月に土

地家屋調査士会が作成した、本件土地３及び本件土地４について、境界杭等の位置を示す、

元府有施設敷地多角境界点網図を関連・参考になる文書として、答申別紙２記載のとおり

特定し、公開した。 

イ 実施機関は、［1］４７．１０境界確定協議書の原本は存在しない、［2］３８．１．１９分筆

図、４９．８地積測量図等を綴っていると考えられる、当時の登記嘱託書綴りは存在しない、

［3］実施機関と異議申立人父親との間の本件土地に関する訴訟記録の簿冊は１冊のみであり、

現存しない文書がある旨を主張するため、当審査会は、実施機関の保有する文書の見分を行い、

実施機関に文書の保存について説明を求めたところ、上記２（２）イのとおりであった。これ

に加え、［3］の訴訟記録については実施機関は文書の保存について以下の通り説明した。 

（ア）実施機関と異議申立人父親との間の本件土地に関する訴訟記録について 

実施機関と異議申立人父親との間に本件土地に係る訴訟が係属していた昭和３０年代

から昭和４０年代当時の大阪府文書管理規程（昭和２７年４月１日大阪府訓令第１０号）
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に基づく、文書の保存期間の基準では、当該文書の保存期間は「永年」とされていたが、

平成５年文書保存期間改正により、「永年」の区分が廃止され、１０年を超える保存期

間として改めて「長期」の区分が設定された。 

現時点では、行政文書管理システムに登録された簿冊にはこれらは含まれておらず、長

期保存する文書を保管する書庫を捜索したが、上記記載の１冊の簿冊以外には存在しない。

このことから、実施機関と異議申立人父親との間の本件土地に関する訴訟記録の簿冊自体

は廃棄の決定がなされ、当時大量に存在していたと思われる文書の多くは保存期間の経過

により廃棄されたものと考えられる。現在保存されている１冊の簿冊については、昭和６

０年代からの異議申立人による過去に遡っての土地をめぐる疑念に対応するため、訴訟記

録の中で実施機関としての説明の論拠となる文書を選定の上、簿冊にまとめたものと考え

られる。     

（イ）文書及び簿冊の捜索について 

上記（ア）簿冊については、１４０回以上の書庫の捜索を行い、執務室内の対象文書に

ついては、数か月かけて確認を行った。異議申立人が個人情報開示請求を行うごとに、実

施機関は鋭意文書の捜索に努めたが、確認しえなかったものである。 

ウ 本件決定２の対象文書の特定の妥当性について 

以上のことや上記２（２）ウ記載の実施機関の文書保存に関する規則等の規定からすると、

直接的に対象となりうる文書で保存されていなかった文書に関する実施機関の説明に不自

然な点はなく、請求に係る直接的に対象となりうる文書だけではなく、対象文書を幅広くと

らえ、異議申立人の請求趣旨を汲んで、本件請求内容と関連・参考となる文書を含めて対象

文書として特定したとする実施機関の主張には一定の合理性が認められる。 

また、異議申立人は、実施機関は、４７．１０土地境界確定協議書添付の図面と賃貸借契

約書添付の４７．１１．１地積測量図には大きな誤差があり、これを説明していない等と主

張するが、情報公開請求は、請求に対応する文書で実施機関が保有する文書を特定して公開

するものであって、異議申立人の求める説明に全て対応しうるものではない。また、異議申

立人は異議申立書において実施機関と異議申立人父親との間の約１０年間にわたる訴訟記

録全部を公開せよとしているが、本件請求２の趣旨に、全ての訴訟記録が含まれているとま

で解することはできず、上記（１）ア、イに関連する文書として、保有する訴訟記録の一部

を特定した実施機関の文書特定に特段の問題はない。 

（３）本件非公開部分２について 

実施機関が公開しないことと決定した部分について、異議申立人は、個人所有の土地の経緯

等は公図の整合性を説明する必要がある場合には公開すべきである旨主張しているので、実施

機関の決定の妥当性について以下検討する。 

ア 条例第８条第１項第１号について 

  上記２（３）アに同じ 

イ 条例第８条第１項第１号該当性について 

上記２（３）イに同じ 

  ウ 条例第９条第１号について 
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  上記２（３）ウに同じ 

エ 条例第９条第１号該当性について 

  本件非公開部分２のうち、条例第９条第１号を適用して公開しないことと決定した箇所は、

答申別紙２のとおり、個人の印影、個人の肖像、個人所有の土地の経緯等、個人所有の土地

の賃貸価格等、境界に関する詳細にわたる書類（訴状、準備書面、不動産仮処分申請）であ

る。 

  本件非公開部分２のうち、「４７．１０土地境界確定協議書」、「地図及び登記内容の解析」

及び「分筆及び地積更正登記嘱託について（伺い）」は、本件行政文書１に含まれる文書で

あり、条例第９条第１号に該当するものとして公開しないことと決定した部分については、

上記２（３）エに同じである。 

  以下、本件行政文書１に含まれておらず、本件行政文書２において新たに条例第９条第１

号に該当するものとして公開しないことと決定した部分について、検討する。 

（ア）「境界に関する詳細にわたる書類（訴状、準備書面、不動産仮処分申請）」について 

「境界に関する詳細にわたる書類」として対象文書とされた「訴状」、「準備書面」、「不

動産仮処分申請」は、本件土地と異議申立人所有地との境界についての説明となる資料と

して特定されたものである。 

これらの文書には、本件土地と異議申立人所有地との境界にかかるものであることを前

提として対象とされているため、一部でも公開すれば、本件土地と異議申立人所有地との

間にかかる係争の具体的内容が明らかになるため、上記２（３）ウ（ア）、（イ）に当たり、

また、このような情報は必ずしも一般的に公表することが予定されているものではないか

ら、一般的に他人に知られたくないと望むことが正当と認められ、上記２（３）ウ（ウ）

に当たるため、条例第９条第１号に該当する。 

（イ）「個人の肖像」について 

この情報は、上記２（３）ウ（ア）、（イ）に該当する個人の特定されうる情報であり、

また、この個人の肖像として非公開とされた部分は、公務員ではない私人の肖像であるた

め、上記２（３）ウ（ウ）に当たり、条例第９条第１号に該当する。 

（４） 結論 

よって、実施機関の本件決定２は妥当である。 

 

４ 本件異議申立て３について 

（１）本件請求３の趣旨について 

本件請求３の記載内容からすると、異議申立人が請求する文書は、４９．８地積測量図を使

用して、昭和４９年１１月に本件土地の分筆登記を行った際に担当者が作成した起案文書及び

登記嘱託書（登記済証）であると考えられる。 

（２）実施機関の本件決定３の対象文書の特定及び現存しない文書について 

ア 実施機関は弁明書３において、４９．８地積測量図を使用して、昭和４９年１１月の分筆

登記を行った際の起案文書及び登記嘱託綴については、現に保有管理されていなかったため、

対象文書を幅広くとらえ、現に保有・管理する文書のうち、これに関連する文書として、法
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務局にて閲覧に供されている地積測量図及び登記所在図の保存管理が確認できたので、保存

していた「昭和４９年８月２９日作製の［1］本件府有地の地積測量図、［2］本件府有地の

土地所在図」を、答申別紙３のとおり、対象文書と特定して公開したと主張する。 

イ 当審査会では、実施機関が本件請求３に対応する文書及びそれが綴られているべき昭和４

９年度の登記嘱託綴については現存しない旨を主張するため、実施機関の保有する文書の見

分を行い、実施機関に文書の保存について説明を求めたところ、上記２（２）イのとおりで

あった。 

（３）結論 

以上のことや上記２（２）ウ記載の実施機関の文書保存に関する規則等の規定からすると、

本件請求文書３の対象と考えられる昭和４９年１１月に本件土地の分筆登記を行った際に担

当者が作成した起案文書及び登記嘱託書（登記済証）が綴られているべき、当時の登記嘱託綴

が現存しないとする実施機関の主張に特段不自然な点はない。 

異議申立人は文書偽造の事実の解明のポイントとなる文書を不存在として決定し、証拠隠滅

のために公開すべき書類を隠ぺいしたという趣旨の主張をするが、実施機関が本件請求３の対

象となる文書を隠ぺいしていると考えられる特段の事情も認められなかった。 

よって、これらの請求に係る直接的に対象となりうる文書だけではなく、対象文書を幅広く

とらえ、異議申立人の請求趣旨を汲んで、本件請求内容と関連・参考となる文書を含めて対象

文書として特定したとする実施機関の主張には一定の合理性が認められることから、本件決定

３は妥当である。 

 

５ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人は、実施機関が、本件土地の分筆等に当たり違法行為を重ねている、公文書偽造に

ついて何ら説明がない等と縷々主張するが、情報公開制度は本来行政が保有する情報の公開を求

めるものであって、当審査会は実施機関が行った情報公開決定の是非について審査を行うもので

あるから、異議申立人のこれらの主張は当審査会の審査の対象とはならない。 

 

６ 文書の適正な保存について 

（１）上記２（２）イ（イ）ａ記載の４７．１０土地境界確定協議書の紛失についてみると、昭和

４７年度の境界協議書綴Ｎｏ．１からＮｏ．３については保存期間が延長されており、現

在も保存期間中となっているため、文書規則第１６条により、実施機関には保存義務があ

る。また、個人情報保護条例第９条により各実施機関には個人情報の適正な管理のために

必要な措置を講じる義務が課せられている。文書作成後、４０年以上の時間の経過及び長

年にわたる協議経過があるとはいえ、その簿冊に綴られているべき４７．１０土地境界確

定協議書を紛失したことについては問題がないとはいえない。 

（２）次に、上記２（２）イ（イ）ｂ記載の「３８．１．１９分筆図、４９．８地積測量図等を綴

っていると考えられる、当時の登記嘱託書綴り」が現存しないことについてみる。 

現在も概ね保存されている昭和５０年度以降の「登記嘱託書綴り」は、昭和５０年度当初か

ら平成４年度に至るまでは保存期間を「永年」と設定されていたと認められ、現在の行政文書
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管理システムに簿冊が登録され保存されている、昭和５０年度以降の「登記嘱託書綴り」は、

概ね、「長期」の区分で３５年間の保存期間が設定されていることが認められる。 

とはいえ、平成５年度から、文書保存期間の「永年」の区分がなくなり、「長期」が設定さ

れた以降、平成１５年度に行政文書管理システムにおいて長期の保存期間を３５年間と定めら

れるようになるまでの実施機関の文書管理の実務を考えると、その保存期間を「長期１１年」

とされた簿冊も存在した事実も認められる。よって、実施機関の主張するとおり、平成１５年

度に実施機関が文書の保存期間を見直した結果、３８．１．１９分筆図、４９．８地積測量図

等を綴っていると考えられる当時の登記嘱託に係る簿冊は廃棄された可能性もあると推測す

ることもでき、実施機関の主張には不自然な点があるとまではいえない。 

（３）また、上記３（２）イ記載の「実施機関と異議申立人父親との間の本件土地に関する訴訟記

録」については、文書規則第１８条で、保存期間が満了するときは、あらかじめ廃棄の決定を

しなければならないことと定められており、廃棄の決定がされたものについては、速やかに処

分しなければならないこととなっているため、廃棄決定した文書の中から、業務上必要な文書

だけをまとめて１冊の簿冊として保存していたのであれば、その簿冊については、行政文書管

理システム上の登録を行い、文書の保存期間を長期として設定すべきであったといえる。 

（４）結論 

上記（１）及び（３）については、実施機関の文書管理及び個人情報の管理が必ずしも適

正ではないため、実施機関においては、今後、文書規則等の文書管理にかかる規定類や個人情

報保護条例を遵守し、行政文書及び個人情報の適正管理に努められたい。 

 

７ 結論 

以上の理由により、「第一 審査会の結論」のとおり答申するものである。 

 

 （主に調査審議を行った委員の氏名） 

   北村和生、小原正敏、尾形健、近藤亜矢子 


